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第四 通所サービスにおける栄養ケア・マネジメント等に関する基本的な考え方並びに事務処理手順例及び様式

例の提示について 
Ⅰ 通所サービスにおける栄養ケア・マネジメントについて 

１ 基本的な考え方 
栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわらず、利用者全員に対し、各入所者の状態に

応じ実施することで、低栄養状態等の予防・改善を図り、自立支援・重度化防止を推進するものである。 
２ 体制について 

⑴ 栄養ケア・マネジメントは、ケアマネジメントの一環として、個々人に最適な栄養ケアを行い、その
実務遂行上の機能や方法手順を効率的に行うための体制をいう。 

⑵ 事業所は、管理栄養士（他の介護事業所（栄養改善加算の対象事業所に限る。）、医療機関、介護保険
施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの
又は常勤の管理栄養士を一名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは
都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」との連携を含む。以下この項におい
て同じ。）と主治の医師、⻭科医師、看護師及び居宅介護支援専⾨員その他の職種（以下「関連職種」と
いう。）が行う体制を整備すること。 

⑶ 事業所における栄養ケア・マネジメントに関する手順（栄養スクリーニング、栄養アセスメント、栄
養ケア計画、モニタリング、評価等）をあらかじめ定める。 

⑷ 管理栄養士は、利用者に適切な栄養ケアを効率的に提供できるよう関連職種との連絡調整を行う。 
⑸ 事業所は、栄養ケア・マネジメント体制に関する成果を含めて評価し、改善すべき課題を設定し、継

続的な品質改善に努める。 
３ 実務について 

⑴ 利用開始時における栄養スクリーニング管理栄養士は、利用者の利用開始時に、関連職種と共同して、
低栄養状態のリスクを把握する（以下「栄養スクリーニング」という。）。なお、栄養スクリーニングの
結果は、別紙様式４−３−１の様式例を参照の上、記録する。 

⑵ 栄養アセスメントの実施 
管理栄養士は、栄養スクリーニングを踏まえ、利用者毎に解決すべき課題を把握する（以下「栄養ア

セスメント」という。）。栄養アセスメントの実施にあたっては、別紙様式４−３−１の様式例を参照の
上、作成する。栄養アセスメント加算を算定する場合は、栄養アセスメントの結果（低栄養状態のリス
ク、解決すべき栄養管理上の課題の有無等）を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解
決すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。利用者の解決すべき栄養管
理上の課題を的確に把握し、適切な栄養改善サービスにつなげることを目的としているため、利用者全
員に継続的に実施することが望ましい。利用者又はその家族への説明に当たっては、ＬＩＦＥにおける
利用者フィードバック票を活用すること。 

⑶ 栄養ケア計画の作成 
① 管理栄養士は、前記の栄養アセスメントに基づいて、利用者のⅰ）栄養補給（補給方法、エネルギ

ー・たんぱく質・水分の補給量、慢性的な疾患に対する対応、食事の形態等食事の提供に関する事項
等）、ⅱ）栄養食事相談、ⅲ）課題解決のための関連職種の分担等について、関連職種と共同して、別
紙様式４−３−２の様式例を参照の上栄養ケア計画を作成する。その際、必要に応じ、理学療法士、
作業療法士、⾔語聴覚士、⻭科衛⽣士の助⾔を参考とすること。なお、指定居宅サービス等の事業の
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人員、設備及び運営に関する基準（平成十一年厚⽣省令第三十七号）第九十九条若しくは第百十五条、
指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第二十七条、第五十二条若しくは
第百七十九条、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等
に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚⽣労働省令第三十五号）第
百二十五条又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型
介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成十八年厚⽣労働省
令第三十六号）第四十二条において作成することとされている各計画の中に、栄養ケア計画に相当す
る内容をそれぞれ記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるもの
とする。 

② 管理栄養士は、作成した栄養ケア計画の原案については、関連職種と調整を図り、サービス担当者
会議に事業所を通じて報告し、栄養ケア計画の原案を報告し、関連職種との話し合いのもと、栄養ケ
ア計画を完成させる。栄養ケア計画の内容を、居宅サービス計画に適切に反映させる。 

③ 管理栄養士は、利用者の主治の医師の指示・指導が必要な場合には、利用者の主治の医師の指示・
指導を受けなければならない。 

⑷ 利用者及び家族への説明 
管理栄養士は、サービスの提供に際して、栄養ケア計画を利用者又は家族に説明し、サービス提供に

関する同意を得る。 
⑸ 栄養ケアの実施 

① 管理栄養士と関連職種は、主治の医師の指示・指導が必要な場合には、その指導等に基づき栄養ケ
ア計画に基づいたサービスの提供を行う。 

② 管理栄養士は、通所サービスでの食事の提供に当たっては、給食業務の実際の責任者としての役割
を担う者（管理栄養士、栄養士、調理師等）に対して、栄養ケア計画に基づいて個別対応した食事の
提供ができるように説明及び指導する。なお、給食業務を委託している場合においては、委託業者の
管理栄養士等との連携を図る。 

③ 管理栄養士は、栄養ケア計画に基づいて、栄養食事相談を実施する。居宅における食事の状況を聞
き取った結果、課題がある場合は、当該課題を解決するため、利用者又はその家族の同意を得て、当
該利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主として食事の
準備をする者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供すること。 

④ 管理栄養士は、関連職種に対して、栄養ケア計画に基づいて説明、指導及び助⾔を行う。 
⑤ 管理栄養士は、関連職種と共同して食事摂取状況や食事に関するインシデント・アクシデントの事

例等の把握を行う。 
⑥ 管理栄養士は、栄養ケア提供の主な経過を記録する。記録内容、栄養補給（食事等）の状況や内容

の変更、栄養食事相談の実施内容、課題解決に向けた関連職種のケアの状況等について記録する。な
お、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第百五条若しくは第百十九条にお
いて準用する第十九条、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第三十七
条、第六十一条若しくは第百八十二条において準用する第三条の十八、指定介護予防サービス等の事
業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準第百二十三条において準用する第四十九条の十三、若しくは第二百三十七条又は指定地
域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第二十一条に規定するサービスの提供の記録
において管理栄養士が栄養ケア提供の経過を記録する場合にあっては、当該記録とは別に栄養改善加
算の算定のために栄養ケア提供の経過を記録する必要はないものとする。 
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⑹ 実施上の問題点の把握管理栄養士又は関連職種は、栄養ケア計画の変更が必要となる状況を適宜把握
する。栄養ケア計画の変更が必要になる状況が確認された場合には、管理栄養士は対応する関連の職種
へ報告するとともに計画の変更を行う。 

⑺ モニタリングの実施 
① モニタリングは、栄養ケア計画に基づいて、低栄養状態の低リスク者は３月毎、低栄養状態の高リ

スク者及び栄養補給法の移行の必要性がある者の場合には、二週間毎等適宜行う。ただし、低栄養状
態の低リスク者も含め、体重は一月毎に測定する。 

② 管理栄養士又は関連職種は、⻑期目標の達成度、体重等の栄養状態の改善状況、栄養補給量等をモ
ニタリングし、総合的な評価判定を行うとともに、サービスの質の改善事項を含めた、栄養ケア計画
の変更の必要性を判断する。モニタリングの記録は、別紙様式４−３−１の様式例を参照の上、作成
する。 

③ 低栄養状態のリスクの把握やモニタリング結果は、３月毎に事業所を通じて利用者を担当する介護
支援専⾨員等へ情報を提供する。 

⑻ 再スクリーニングの実施 
管理栄養士は関連職種と連携して、低栄養状態のおそれのある者の把握を３月毎に実施する。 

⑼ 栄養ケア計画の変更及び終了時の説明等 
栄養ケア計画の変更が必要な場合には、管理栄養士は、居宅介護支援専⾨員に、栄養ケア計画の変更

を提案し、サービス担当者会議等において計画の変更を行う。計画の変更については、利用者又は家族
へ説明し同意を得る。 

また、利用者の終了時には、総合的な評価を行い、その結果を利用者又は家族に説明するとともに、
必要に応じて居宅介護支援専⾨員や関係機関との連携を図る。 

 
第五 口腔・栄養スクリーニング加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順例及び様式例の提示について 

Ⅰ 口腔・栄養スクリーニングの基本的な考え方 
口腔・栄養スクリーニングは、事業所において、口腔の健康状態及び栄養状態についての簡易な評価を継

続的に実施することにより、利用者の状態に応じて必要な医療や口腔機能向上サービス、栄養改善サー 
ビス等の提供に繋げるとともに、当該事業所の従業者の口腔・栄養に関する意識の向上を図ることを目的

とするものである。そのため、事業所は、口腔・栄養スクリーニングの実施体制を評価し、効率的・効果的
に実施できるよう改善すべき課題を整理・分析し、継続的な見直しに努めること。 

Ⅱ 口腔・栄養スクリーニングの実務等について 
１ スクリーニングの実施 

介護職員等は、利用者のサービス利用開始時又は事業所における口腔・栄養スクリーニング加算の算定
開始時に、別紙様式５−１を用いてスクリーニングを行うこと。 

２ スクリーニング結果の情報提供等 
介護職員等は、各利用者のスクリーニング結果を、当該利用者を担当する介護支援専⾨員に別紙様式５

−１を参考に文書等で情報提供すること。 
口腔の健康状態が低下しているおそれのある場合はかかりつけ⻭科医への受診状況を利用者又はその

家族等に確認し、必要に応じて受診を促すとともに、当該利用者を担当する介護支援専⾨員に対して、口
腔機能向上サービスの提供を検討するように依頼すること。また、口腔の健康状態によっては、主治医の
対応を要する場合もあることから、必要に応じて介護支援専⾨員を通じて主治医にも情報提供等の適切な
措置を講ずること。低栄養状態の利用者については、かかりつけ医への受診状況を利用者又はその家族等
に確認し、必要に応じて受診を促すとともに、当該利用者を担当する介護支援専⾨員に対して、栄養改善
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サービスの提供を検討するように依頼すること。 
３ 再スクリーニングの実施 

介護職員等は、再スクリーニングを６月毎に実施するとともに、前回実施した際の結果と併せて２に従
い介護支援専⾨員に情報提供等を行うこと。これらを継続的に実施することにより、利用者の口腔の健康
状態及び栄養状態の維持・向上に努めることが望ましい。 

 
第八 口腔機能向上加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順例及び様式例の提示について 

Ⅰ 口腔機能向上サービスの実務等について 
１ 通所サービス等における口腔機能向上サービスの提供体制 

⑴ 口腔機能向上サービスの提供体制は、ケアマネジメントの一環として、個々人に最適な実地指導を行
い、その実務遂行上の機能や方法手順を効率的に行うための体制をいう。 

⑵ 事業所は、⾔語聴覚士、⻭科衛⽣士又は看護職員（以下「サービス担当者」という。）と介護職員、⽣
活相談員その他の職種の者等（以下「関連職種」という。）が共同した口腔機能向上サービスを行う体制
を整備する。 

⑶ 事業所は、サービス担当者と関連職種が共同して口腔機能向上サービスに関する手順（口腔の健康状
態の評価、口腔機能改善管理指導計画、サービス実施、口腔の健康状態の再評価等）をあらかじめ定め
る。 

⑷ サービス担当者は、利用者に適切な実地指導を効率的に提供できるよう関連職種との連絡調整を行う。 
⑸ 事業所は、サービス担当者と関連職種が共同して口腔機能向上サービス体制に関する成果を含めて評

価し、改善すべき課題を設定し、継続的なサービス提供内容の改善に努める。 
２ 口腔機能向上サービスの実務 

⑴ 口腔の健康状態の評価の実施 
サービス担当者は、利用開始時においては、利用者毎に口腔衛⽣、摂食嚥下機能等に関する解決すべ

き課題の確認・把握を行う。解決すべき課題の確認・把握の実施にあたっては、別紙様式６−４様式例
を参照の上、作成する。 

様式例における解決すべき課題の確認・把握に係る項目については、事業所の実状にあわせて項目を
追加することについては差し支えない。ただし、項目の追加に当たっては、利用者等の過剰な負担とな
らぬよう十分配慮しなければならない。 

⑵ 口腔機能改善管理指導計画の作成 
① サービス担当者は、口腔の健康状態の評価に対しサービス担当者と関連職種が共同して取り組むべ

き事項等について記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する。なお、この作成には、別紙様式６
−４の様式例を参照の上、作成することとし、必要に応じて理学療法士、作業療法士、管理栄養士等
の助⾔を参考にする。ただし、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準第九十
九条若しくは第百十五条、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第二十
七条、第五十二条、若しくは第百七十九条、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並
びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第百二十五
条又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防
サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第四十二条において作成するこ
ととされている各計画の中に、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容をそれぞれ記載する場合は、
その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成に代えることができるものとすること。 

② サービス担当者は、作成した口腔機能改善管理指導計画について、関連職種と調整を図り、居宅サ
ービス計画又は介護予防サービス計画にも適切に反映させる。 
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③ 介護予防通所介護又は通所介護において行われる口腔機能向上サービスの場合、サービス担当者は、
それぞれの職種が兼ね備えた専⾨知識、技術等を用いて実施する。しかし、利用者の心身の状況等に
応じ、利用者の主治の医師又は主治の⻭科医師の指示・指導が必要と判断される場合は、サービス担
当者は、主治の医師又は主治の⻭科医師の指示・指導を受けること。 

④ 介護予防通所リハビリテーション又は通所リハビリテーションにおいて行われる口腔機能向上サ
ービスの場合、サービス担当者は、医師又は⻭科医師の指示・指導が必要であり、利用者の主治の医
師又は主治の⻭科医師等の指示・指導を受けなければならない。 

⑶ 利用者又はその家族への説明 
サービス担当者は、口腔機能向上サービスの提供に際して、口腔機能改善管理指導計画を利用者又は

その家族に説明し、口腔機能向上サービスの提供に関する同意を得る。医師又は⻭科医師は、サービス
担当者への指示・指導が必要な場合、口腔機能改善管理指導計画の実施に当たり、その計画内容、利用
者又はその家族の同意等を確認する。 

⑷ 口腔機能向上サービスの実施 
① サービス担当者と関連職種は、口腔機能改善管理指導計画に基づいた口腔機能向上サービスの提供

を行う。 
② サービス担当者は、口腔機能改善管理指導計画に基づいて、口腔衛⽣、摂食嚥下機能等に関する実

地指導を実施する。 
③ サービス担当者は、口腔機能向上サービスの提供に当たっては、それぞれの職種が兼ね備えた専⾨

知識、技術等を用いて実施する。しかし、利用者の心身の状況等に応じ、利用者の主治の医師又は主
治の⻭科医師等の指示・指導が必要と考えられる場合、サービス担当者は、主治の医師又は主治の⻭
科医師等の指示・指導を受けなければならない。また、関連職種に対して、口腔機能改善管理指導計
画に基づいて個別又は集団に対応した口腔機能向上サービスの提供ができるように指導及び助⾔等
を行う。 

④ サービス担当者は、関連職種と共同して口腔機能向上サービスに関するインシデント・アクシデン
ト事例等の把握を行う。 

⑤ サービス担当者は、口腔機能向上サービス提供の主な経過を記録する。記録の内容は、実施日、サ
ービス提供者氏名及び職種、指導の内容（口腔清掃、口腔清掃に関する指導、摂食嚥下等の口腔機能
に関する指導、音声・⾔語機能に関する指導）について記録する。なお、指定居宅サービス等の事業
の人員、設備及び運営に関する基準第百五条若しくは第百十九条において準用する第十九条若しくは
第百八十一条、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第三十七条、第六
十一条若しくは第百八十二条において準用する第三条の十八、第九十五条若しくは第百十六条、指定
介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準第百二十三条において準用する第四十九条の十三若しくは第
二百三十七条又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着
型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第二十一条に規定す
るサービスの提供の記録においてサービス担当者が口腔機能向上サービス提供の経過を記録する場
合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために口腔機能向上サービスの提供の経過を記録
する必要はないものとすること。 

⑸ 実施上の問題点の把握 
サービス担当者は、口腔機能改善管理指導計画に基づき、利用者の目標の達成状況、口腔衛⽣、口腔

機能の改善状況等を適宜把握する。改善状況に係る記録は、別紙様式６−４様式例を参照の上、作成す
る。口腔機能改善管理指導計画の変更が必要になる状況が疑われる場合には、口腔機能改善管理指導計
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画の変更を検討する。 
⑹ 口腔の健康状態の再評価の実施 

① サービス担当者は、目標の達成状況、口腔衛⽣、口腔機能等の改善状況等を適宜、再評価を行うと
ともに、サービスの見直し事項を含めた、口腔機能改善管理指導計画の変更の必要性を判断する。口
腔の健康状態の再評価の記録は、別紙様式６−４様式例を参照の上、作成する。 

② 口腔の健康状態の再評価は、月 1 回程度を目処に、必要に応じて適宜実施する。再評価の結果、口
腔の健康状態に変化がある場合には、口腔機能改善管理指導計画を再度作成する。 

⑺ 再把握の実施 
サービス担当者は、口腔衛⽣、摂食嚥下機能等に関する解決すべき課題の把握を３月毎に実施し、事

業所を通じて利用者を担当する介護支援専⾨員又は介護予防支援事業者等へ情報を提供する。なお、こ
の把握には、別紙様式６−４の様式例を参照の上、作成する。 

介護支援専⾨員又は介護予防支援事業者等は、情報提供を受け、サービス担当者と連携して、口腔衛
⽣、摂食嚥下機能等に関するリスクにかかわらず、把握を３月毎に実施する。 

⑻ 口腔機能向上サービスの継続及び終了時の説明等 
  サービス担当者は、総合的な評価を行い、口腔機能向上サービスの継続又は終了の場合には、その結

果を利用者又はその家族に説明するとともに、利用者を担当する介護支援専⾨員又は介護予防支援事業
者等に継続又は終了の情報を提供し、サービスを継続又は終了する。サービスの継続又は終了について
は、利用者又はその家族へ説明し同意を得る。 

評価の結果、改善等により終了する場合は、関連職種や居宅サービス事業所又は介護予防サービス事
業所との連携を図る。また、評価において医療が必要であると考えられる場合は、主治の医師又は主治
の⻭科医師、介護支援専⾨員若しくは介護予防支援事業者並びに関係機関（その他の居宅サービス事業
所等）との連携を図る。 
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